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河川堤防液状化対策の効果検証と課題 

独立行政法人土木研究所 

地質・地盤研究グループ 

佐々木哲也 

2012/03/13 
国総研・土研 東日本大震災 報告会 

～ 震災から一年を経て、見えてきたこと ～ 
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内容 

１．東日本大震災における河川堤防の被害の概要 

 

２．河川堤防の耐震性向上の取組み 

 

３．東日本大震災における液状化対策工の効果 

 

４．堤体液状化の点検手法・対策手法の提案 

 

５．今後の技術的課題 
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１．東日本大震災における 
河川堤防の被害の概要 



東北地整
管内

関東地整
管内

計

緊急災 29 24 53

一般災 256 188 444

その他 910 702 1,612

計 1,195 914 2,109

 東北地整管内，関東
地整管内で広域にわ
たって被害が発生 

 地震動による堤防の
大規模な被害は、液
状化によるものがほ
とんど (4月22日17:00時点，直轄のみ)  

東日本大震災における河川堤防の被害の概要 
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堤防に変状が見られた区間 

大規模被災箇所（HWLに達する変状） 



河川堤防の被災パターン 

被災要因 堤体構成 被災メカニズム 

基礎地盤の液状化 基礎地盤の液状化 

堤体自体の液状化 基礎地盤の圧密沈
下等により地下水位
以下の盛土が液状
化 

上記の複合 盛土，基礎地盤とも
砂質土で両者が液
状化 
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天端の状況 

• 約800mにわたって天端が陥没．沈下量は最大で2m程度． 

• 川裏側の耕作地を崩壊した堤体土が覆う 

• 堤体の亀裂内，川裏側崩土先端に噴砂痕 

被害事例 －阿武隈川・枝野－ 

川裏側のり尻付近 
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堤体の亀裂内
の噴砂 



被害事例 －阿武隈川・枝野－ 

ボーリング・サウンディング結果 

川表側 川裏側 被災前 
被災後 

図： 東北地方整備局 

旧堤 (粘性土) 
新堤 (砂質土) 
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地下水位 
飽和した砂
質土領域 

粘性土地盤 
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２．河川堤防の耐震性向上の取組み 
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河川堤防の耐震性向上の取り組み状況 

平成7年兵庫県南部地震以前 
・土堤については地震の影響を考慮せず 

平成19年 
河川構造物の耐震性能照査指針
（案）・同解説 

平成７年兵庫県南部地震以降 

・レベル１地震動に対する耐震点検を実施 

 （河川堤防耐震点検マニュアル・解説 平成7年3月） 

  

・レベル１地震動に対する対策 

（河川堤防の液状化対策工設計施
工マニュアル（案）（土木研究所
1997）） 

レベル２地震動に対する設計、耐震点検を実施 

レベル２地震動対応 

レベル１地震動対応 
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耐震点検・対策の実施状況 

河川堤防耐震対策緊急検討委員会：東日本大震災を踏まえた今後
の河川堤防の耐震対策の進め方について報告書（案），平成23年9月 

○レベル１耐震対策状況 ○レベル２耐震点検状況 

・対策済は要対策箇所の半分程度 
・優先区間113.7kmでは、81.3%対策済 

・レベル２耐震点検の点検完了区間は
対象区間の半分程度 

・対策は未実施 

対策不要 

対策済 

未対策 

 

740
47%

752
48%

79
5%

全国

照査未了延長（km）

照査済延長のうち、対策不要延長（km）

照査済延長のうち、要対策延長（km）

※照査対象延長：堤内地盤高が照査外水位より低い区間。
※照査外水位 ：平常時の最高水位。河口部付近では朔望平均

満潮水位及び波浪の影響を考慮、地震時の津
波遡上が予想される場合には津波高を考慮。

※平成23年5月7日時点河川局治水課調べ。

レベル２照査対象延長
（1570.84km）

 

740
47%

752
48%

79
5%

全国

照査未了延長（km）

照査済延長のうち、対策不要延長（km）

照査済延長のうち、要対策延長（km）

※照査対象延長：堤内地盤高が照査外水位より低い区間。
※照査外水位 ：平常時の最高水位。河口部付近では朔望平均

満潮水位及び波浪の影響を考慮、地震時の津
波遡上が予想される場合には津波高を考慮。

※平成23年5月7日時点河川局治水課調べ。

レベル２照査対象延長
（1570.84km）

照査未了 
対策不要 

要対策 

レベル１点検延長 

1442.74km 
レベル２照査対象延長 

1570.84km 



基礎地盤を対象とした主な液状化対策工 

安定材の混合
（ラップ施工） 充填材の挿入・拡径，

振動締固めなど ドレーン材の挿入

鋼矢板，鋼管
矢板など

a) 固結工法          b) 締固め工法        c) ドレーン工法  

d) 鋼材を用いた工法 e) 押え盛土，のり面
の緩勾配化等 
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腹付け，緩勾配化，
嵩上げなど

「河川堤防の液状化対策工設
計施工マニュアル（案）」 

（土木研究所1997） 

・地震動：レベル１地震動 

・照査手法：震度法等により以
下を照査 

 ①円弧すべり安全率 

 ②改良体内の液状化の抑止 

 ③改良範囲の安定性 

  etc… 
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３．東日本大震災における 
液状化対策工の効果 



事例① 鳴瀬川右岸0.0k付近 (サンドコンパクションパイル) 

鳴瀬川 

• 平成8年度に，耐震対策として裏小段にサンドコンパクション
パイル (改良幅5.8m，改良率10.29%) を打設． 

→目立った変状は認められていない 

SCP改良範囲 

BK 盛土層

Ac1 シルト層（上部）

Acs 砂層
As1 砂層

Acs シルト層（下部）

To 基盤層

標
高

10m

5m

0m

-5m

-10m

堤防天端

小段

小段地表
地表地震計

天端地表
地表地震計

天端-9m
間隙水圧計

天端-14m
孔中地震計

小段-5m
孔中地震計

小段-5m
間隙水圧計

小段-7m
間隙水圧計

小段-10m
孔中地震計

SCP施工範囲

SCP施工範囲 

砂質土層 
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事例① 鳴瀬川右岸0.0k付近 (サンドコンパクションパイル) 

天端の状況 

川裏のり尻部の状況 

鳴瀬川 

• 津波による堤内地の浸水，堤内
地盤の侵食は見られたものの，
地震動による堤防の沈下・変形
の痕跡は見られず． 

裏小段の状況 (4/15) 

SCP改良範囲 
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事例② 鳴瀬川右岸14.7k+90～14.9k+70：木間塚上流地区 

      (2003年宮城県北部地震強化復旧箇所) 

川表～天端～川裏の状況 (4/15) 

2003年宮城県北部の地震における 
本復旧断面図 

H15.7「宮城県北部地震」での本復旧箇所位置図 

 2003年7月宮城県北部の地

震により被災し，本復旧時に
堤体改良，基礎地盤の浅層
改良が施された個所． 

 今回の地震による変状は特
に認められない． 15 

地盤改良 

ドレーン工 

護岸工＋
遮水矢板 



17.7km
22%

64.2km
78%

L1要対策区間

対策済区間

（km）

未対策区間

（km）

15.3km
87%

2.4km
13%

L1対策区間

被災無（km）

被災規模：小（km）

被災規模：中（km）

被災規模：大（km）

33.0km
51%

17.4km
27%

13.3km
21%

0.5km
1%

L1未対策区間

被災無（km）

被災規模：小（km）

被災規模：中（km）

被災規模：大（km）

レベル１要対策区間 
 
 

基礎地盤に対する液状化対策工の効果 

被災規模 
大：HWLに達す

る変状 
中：HWLに達し

ない変状 

小：小規模の亀
裂等 

対象：東北，関東の主要被災河川 

  （北上川、鳴瀬川、名取川，利根川
下流、江戸川、那珂川、小貝川、
霞ヶ浦） 
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河川堤防耐震対策緊急検討委員会：東日本大震災を踏まえた今後
の河川堤防の耐震対策の進め方について報告書，平成23年9月 

被害無 

小被害 

被害無 
小被害 

中被害 

大被害 
未対策 

対策済 



事例③ 鞍坪川右岸0.4k付近～0.6k付近（宮城県東松島市）  
   (2003年宮城県北部の地震において被災し浸透対策実施) 

 2003年7月宮城県北部の地震
で被災 

 本復旧に併せて浸透対策を実施 

 天端に縦断亀裂および段差等の
軽微な被害 

 ドレーンを設置した裏のりには変
状なし． 

天端の縦断亀裂および段差 裏のりの状況 

2003年宮城県北部の地震
における旧断面図 

裏のり尻ドレーン 護岸工 
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管理延長全体（ｍ） 

被害無・小 

大被害 

中被害 

第3回河川堤防耐震対策緊急検討委員会資料より 
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ドレーン工 

被害無・小 

止水矢板 

被害無・小 

中被害 

大被害 

浸透対策の地震対策としての効果 

対象：関東、東北の主要被災河川 
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４．堤体液状化の点検手法 
・対策手法の提案 



堤体の液状化による被害の主な要因 
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堤体内の水位

圧密沈下による
堤体のめり込み量 基礎地盤条件

=軟弱粘性土

堤体材料=
砂質土

① ②

③
④

①堤体材料＝砂質土
堤体の液状化が原因と推定される大規模被災箇所の堤体材料

としては、細粒分が少なく低塑性のものが多い傾向にある。

②堤体内の水位
堤体内の水位が高く、飽和した堤体の範囲が広いほど大きな変

形が生じやすいと考えらえる。

被災区間と隣接する無被災区間で堤体内水位の顕著な差が認
められた箇所も存在した。

③圧密沈下による堤体のめり込み量
めり込みにより、飽和しやすい堤体の領域が増える。また、めり込みに伴

う堤体の側方伸張変形により、密度の低下や拘束力の低下（ゆるみ）が生
じ、より液状化しやすく変形しやすい状態となっている可能性もある。

④基礎地盤条件＝軟弱粘性土
雨水等による浸透水が滞留しやすい。また、圧密沈下による堤体のめり

込み量が大きくなりやすい地盤条件。

①堤体材料 

 液状化しやすい砂質土 

 

 

②堤体内水位 

 雨水や河川水の浸透等に
より堤体内に高い水位 

③圧密沈下等による堤体のめり込み量 

 基礎地盤への沈下により堤体内の飽
和領域が増加 

 

④基礎地盤条件＝軟弱粘性土 

 堤体との透水性の違いによる堤体内
の雨水等の滞留 

 圧密沈下が大きくなりやすい 



めり込み量≧1.0m 

飽和層厚≧1.0mかつ飽和層厚比≧0.2 

堤体の液状化による被災箇所の特徴 

液状化判定の対象
となるFC＜35% 

あるいはFC>35%か
つIp＜15の範囲 

堤体：液状化し
やすい砂質土 
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堤体の液状化に対する既設堤防の対策の考え方 

地下水位低下工法（裏のり尻にドレーン工を設置） 

堤体内水位を低下させ堤体内の液状化範囲を減じる。 
 
 
 
 
 
 

のり尻安定化工法 

のり尻付近の堤体の液状化に伴う強度低下をきっかけとして堤防が変
状し始めるため、のり尻付近の安定化を図る工法。 
 
その１（裏のり尻にドレーン工を設置） 
 
 
 
 
その２（押え盛土工を設置） 
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モニタリングによる
水位確認が必要 



動的遠心力模型実験による堤体液状化の再現 
対策効果の検証 

• 遠心加速度：50G 

• 圧密させた軟弱粘性土地盤上に堤防模型（Dc=82%）を設置． 

• 入力地震動： レベル２タイプI地震動 

カオリン粘土 (先行圧密荷重 = 60kPa)

江戸崎砂 : 硅砂特8号 = 1 : 1 
(締固め度Dc = 82%)

5.
0

めり込み沈下
(0.75m程度)

単位：m (実物スケール)

2.
0

硅砂7号 (相対密度Dr=90%)

7.
5

0.
5

5.0

1 :
 2

40.0

カオリン粘土 (先行圧密荷重 = 60kPa)

江戸崎砂 : 硅砂特8号 = 1 : 1 
(締固め度Dc = 82%)

5.
0

めり込み沈下
(0.75m程度)

単位：m (実物スケール)

ドレーン工 
(H1.0m×B5.0m)

押え盛土
(砕石，B5.0m×H2.5m)

2.
0

硅砂7号 (相対密度Dr=90%)

7.
5

0.
5

5.0

1 :
 2

40.0

砕石により置換

ドレーン工 (砕石、H1.0×B5.0)、押え盛土（砕石、H2.5×B5.0) 

無対策 
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ドレーン工 
押え盛土 

粘性土 

砂質土 水位 



堤体液状化の再現 

• 天端の沈下量     
= 1.36m 

• 堤体下部の飽和域
が変形 

• 天端にクラック多数． 

加振前 

加振後 

24 天端の状況 

加振前 

堤体内
水位 



押え盛土  ドレーン工 

ドレーン工，押さえ盛土の効果 

• 天端の沈下量    
= 0.50m 

• 押え盛土 (左側)，ド
レーン工 (右側)が

のり尻付近の変形
を抑制 

• 天端のクラックの発
生を抑制 

加振前 

加振後 
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堤体内水位 

天端の状況 



指針類への反映 

‐26‐ 

①河川構造物の耐震性能照査指針・解説，2012年2月改定 

☆改訂のポイント 

①堤体液状化，②施設計画上の津波，③地殻変動に伴う広域な地
盤沈降の考慮 

②レベル２地震動に対する河川堤防の耐震点検マニュアル，2012
年2月改定 

☆改訂のポイント 
堤体の液状化に関する点検を追加 

①堤体土質，②堤体内水位等による
堤体液状化被害の可能性を判定 

③河川堤防の耐震対策マニュアル，2012年2月 

☆ポイント 
東日本大震災を踏まえた当面の耐震対策の考え方 
①堤体液状化に対する対策工法（地下水位低下，のり尻安定化） 

②基礎地盤の液状化対策工法（土研マニュアルの適用） 



５．今後の技術的課題 

‐27‐ 

①液状化判定法・堤防の地震時変形解析手法の高度化 

 ・継続時間の長い地震動，粒度，年代効果等の影響 

 

②堤体の液状化による被害の定量的な評価 

 ・築堤材料，締固め，堤体内のゆるみ等の影響 

③効果的な対策工法・設計法の開発 

 ・L１地震動や浸透に対して設計された対策工が一定の効果を発揮 

 ・対策効果（液状化深さ，拘束圧，不飽和の影響等）の解明と設計
法の合理化  

④合理的な調査技術，点検技術の開発 

 ・膨大な延長を有する堤防の基礎地盤，築堤材料，堤体内の地下
水位等を効率的に把握する技術 


